

























































働省が所管する 2011 年から 2020 年の間，毎年 1 月から
11 月までの自殺で死亡した人の月別全国データ（自殺の
統計：地域における自殺の基礎資料）の分析を行った（最
新のデータは 2020 年 11 月）．その結果，2020 年の自殺
率は 2016 年～2019 年と比べ，男性では 10 月と 11 月，
女性では 7 月から 11 月にかけて増加していたことが分
かった．また増加は，男性では 30 歳以下で顕著で，特に
この年齢層では 7 月から 11 月にかけて著しく，また女性
では 30 歳未満と 30～49 歳で増加幅が最大であることが
明らかになった．新型コロナウイルスの流行が長期化す
る中，社会的・経済的に大きな影響を受けるとされる女
性と若年層で特に，自殺者が増加していることが明らか
になった．ワクチン接種が開始したが，日常生活に戻る
にはいましばらくの時間を要することが想定され，自殺
のハイリスク者に対する早急な支援が求められる．
5．COVID-19 への日本と世界の対応
（東北大学　大学院医学系研究科微生物学分野）
押谷　仁
　COVID-19（新型コロナウイルス感染症）はパンデミッ
ク（世界規模の大流行）の状態となり，今もその被害は
拡大し続けている．日本では欧米の主要国に比べるとこ
れまでは被害が少ない状況であるが，感染症危機管理体
制を整備してきたシンガポールなどの国に比べると人口
あたりの感染者数・死者数ともに多い状況で推移してき
ている．日本では医療アクセスの良さや保健所・地方衛
生研究所のネットワークが整備されていたことなどの利
点もあったが，これらの現場でも予算・人員の削減が行
われてきたことなどで体制には不十分な点もあり，特に
大都市圏では医療や保健所業務のひっ迫が大きな課題と
なっている．
　有効でかつ安全なワクチンが迅速に開発され，高齢者
や医療従事者の感染が減少していることは COVID-19 対
策上の大きなステップである．しかし，ワクチン接種が
進んでも短期的に感染者が公衆衛生上問題にならないレ
ベルまで減少する可能性は低く，公衆衛生対応・医療対
応は継続していく必要がある．
　世界の人口増加・グローバル化の進展とともに新興感
染症発生リスクはかつてないほどに高まっており，さら
なる感染症のパンデミックが発生するリスクも存在して
いる．今回の COVID-19 の対応の課題を振り返り，感染
症危機管理体制を再構築する必要がある．この中には国
内の体制整備だけではなく，世界保健機関（WHO）を中
心としたグローバルヘルスガバナンスの抜本的な見直し
も含まれる．
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